予算要求資料
平成28年度当初予算　支出科目　款：民生費　項：社会福祉費　目：社会福祉諸費　　
	事業名　新 福祉避難所資器材整備事業費補助金


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　健康福祉部　健康福祉政策課　政策企画係　　電話番号：058-272-8260
E-mail： ｃ11221@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　10,000千円　（前年度予算額　0千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費


	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県債
	一般

財源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	10,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	10,000

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


　　

２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　　・県内市町村における福祉避難所は、計４４８か所。(H27.10.1時点)
・岐阜県震災対策検証委員会の報告書において、「要援護者に対する医療救護の遅れは生命の危機を招くことから、（中略）発災時における応急対策を可能とするための設備の整備」の必要性が記載されている。
　　・県内福祉避難所の整備状況調査(H27.1.1時点)結果によると、「有事の際、物資・器材が不足する」、「避難時に利用する物資は施設内には備蓄しておらず、実際に受入開始時に調達を開始しなければならない」、「物資・器材の調達は財政面でも困難」など、物資・器材整備に関する多くの課題が浮かび上がった。
　　・また、同調査では「介護・衛生用品の備蓄なし（未回答・不明含む）」と回答した施設は約２割あった。

　　・今年度中に県内全市町村で福祉避難所が設置される見込み（未設置市町村数１）であることから、県が資器材の整備を支援することにより、その機能充実を目指す。
（２）事業内容
・対象経費　　市町村が設置した福祉避難所施設において、災害時における要配慮者の避難生活に必要となる物資・器材を購入する経費
（物資・器材の例）

　・車いす　・簡易トイレ　・簡易ベッド　・毛布　・その他福祉用具　
　
・補助基準額　１００万円（補助限度額　５０万円）
・補助額　　　対象経費×１／２
（３）県負担・補助率の考え方
　　福祉避難所の資器材整備は、市町村の財政負担が理由で進まない側面があるため、県の負担は妥当である。

また、補助金額、補助率は岡山県の同種事業と同じであり、妥当。

なお、補助率については、高知県（補助基準額は１２０万円）、宮崎県（補助基準額は５０万円）の同種事業と同じ。
　　
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	補助金
	10,000
	福祉避難所施設において災害時の要配慮者の避難生活に必要となる物資・器材を購入する経費

	合計
	10,000
	


	　決定額の考え方　




県単独補助金事業評価調書
	■  新規要求事業

	□  継続要求事業

	


	補助事業名
	福祉避難所資器材整備事業費補助金

	補助事業者（団体）
	市町村

	補助事業の概要
	（目的）福祉避難所における資器材の充実化

（内容）市町村が実施する福祉避難所における資器材整備費に対し、助成。

	補助率等
	定額・定率・その他（例：人件費相当額）
（１／２、上限５００千円）

	補助効果
	福祉避難所の整備状況調査において、「介護・衛生物品の備蓄なし（未回答・不明含む）」との回答が２割あったが、これらの解消及び福祉避難所における資器材の充実化が見込まれる。

	終期の設定
	終期３２年度

（理由）
県内福祉避難所総数の約２割（１００施設）に対し、５年かけて整備する。終期到来時には、その時の整備状況や社会情勢等を踏まえ、その後の方針を検討のうえ、継続や廃止等の判断をする。


（事業目標）
	「介護・衛生物品の備蓄なし」の福祉避難所をすべて解消するとともにその他福祉避難所における一層の資器材充実化を目指す。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
(H26年度末)
	目標
(H28年度末)
	目標

(終期)

	①「介護・衛生物品の備蓄なし（未回答・不明含む）」福祉避難所
	20%
	16%
	0%


	
	H24年度
	H25年度
	H26年度
	H27年度
	H28年度

（要求）

	補助金交付実績
	千円
	千円
	千円
	(予算額)

千円
	(要求額)

10,000千円

	指標①目標
	
	
	
	
	

	指標①実績
	
	
	
	(推計値)


	(推計値)



	指標①達成率
	％
	％
	％
	(推計値)
％
	(推計値)
％


（前年度の成果）

	


（今後の課題）

	本補助金の活用により、現在設置している福祉避難所の充実化を図っていく一方で、福祉避難所の数を増やしていく必要がある。


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)
○
	岐阜県震災対策検証委員会の報告書において「要援護者に対する医療救護の遅れは生命の危機を招くことから、（中略）発災時における応急対策を可能とするための設備の整備」の必要性が記載されているほか、近年、地震や台風、局地的集中豪雨などの自然災害が頻発する中、当県においてもこれら災害の発生が懸念されており、福祉避難所における物資・器材の整備が必要である。



	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている

△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

	


（事業の見直し検討）

	


（終期到来時の翌年度以降の事業方針）
	継続・削減・統合・廃止

（理由）


